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序章 はじめに 

１ 背 景 

阿久根市では、第 5次総合計画が 10年間の計画として 2010（平成 22）年 11月に策定さ

れ、あるべきまちの姿として、自然と人間、人と人の良好な関係をさらに深めた「自然と

人が共生するまち」を掲げている。 

本市の財産である豊かな自然と、自然からの恵みを将来にわたって享受し続けるため、

2015（平成 27）年 12 月策定の「笑顔あふれる阿久根市まち・ひと・しごと創生人口ビジ

ョン及び総合戦略」において、本市の目指すべき将来の方向の一つとして「阿久根でお金

やエネルギーを含む地域資源の地産地消が進み、自然と人が共生した快適で住みやすいま

ちができている」と定めた。 

また、2017（平成 29）年 3月に策定された「阿久根市再生可能エネルギービジョン」に

おいては、目指す将来像を「お金やエネルギーを含む地域資源の地産地消が進み，自然と

人が共生した快適で住みよい『すん，くぅ，そだッ，よかあんべ』なまち，あくね」とし

て、本市に住む人々が、将来にわたって笑顔で健やかに自分らしい生活を送りつつ、本市

に存する地域資源を最大限利活用し、エネルギーの地産地消による地域内で持続可能な自

立循環型社会の構築を目指すこととした。 

 

 

 

出典：平成 28年度 阿久根市再生可能エネルギービジョンより 

図 0-1 ビジョン体系（将来像・基本方針・導入目標値 等） 

  

 

【 本市にある資本 】 

自然資本 人工資本 人的資本 社会関係資本 

【 目指す阿久根の将来像 】 

お金やエネルギーを含む地域資源の地産地消が進み，自然と人が共生した快適で住みよい「すん，くぅ，そだッ，よかあんべ」なまち，あくね 

【基本方針１】 

経済的に自立可能な，事業性のある再生可能 

エネルギーの導入促進と徹底した省エネルギーの推進 

【基本方針２】 

地区単位で身近にある自然資本を活用した， 

小型・小規模の再生可能エネルギーの導入促進 

【基本方針３】 

市民一人ひとりが「自分ごと」として関わる 

再生可能エネルギー事業への参画 

【ライフスタイル・暮らし】 
豊かさを感じるまち 

 
多世代が心豊かで 

静かな暮らしを送れるまち
が成り立っている 

【地域】 
つながりのあるまち 
人々がつながり， 

地域にある資源を活かした
地産地消の仕組みが 

成り立っている 

【環境】 
自然を生かすまち 

 
豊かな自然ときれいな環境
の中で自然の恵みを享受
したまちが成り立っている 

【産業】 
身の丈にあったまち 

 
豊かな自然と経済が持続
可能な形で両立したまちが

成り立っている 

1. あらゆる人々の活躍の推進 

ESD(持続可能な開発のための教育)・

環境教育の推進 

2. 健康・長寿の達成 

3. 成長市場の創出，地域活性化，科学

技術イノベーション 

農林水産業の成長産業化（森林資源

の循環利用，国産材の供給体制構

築，漁業・養殖業の持続可能・高収益

化への転換，水産物の加工・流通・消

費の拡大推進），農山漁村振興 

4. 持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備 

「都市のコンパクト化と，周辺等の交通ネットワー

ク形成」の推進 

5. 省・再生可能エネルギー，気候変動対策，循環

型社会 

再エネの導入促進，徹底した省エネの推進，農

山漁村の振興のための再エネ活用の推進，省エ

ネ型資源循環システムの構築支援 

6. 生物多様性，森林，海洋等の環境の保全 

持続可能な森林経営の推進 

7. 平和と安全・安心社会の実現 

8. SDGs実施推進の体制と手段 
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また、ビジョンは、おおむね 15 年先を見据え、2030（平成 42）年度を目標年度と設定

し、2016（平成 28）年度比の約 5 倍、再生可能エネルギー自給率※50％と設定し、市民・

事業者の再生可能エネルギーの普及を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28年度 阿久根市再生可能エネルギービジョンより 

図 0-2 ビジョン 導入目標値 
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本市における２０３０（平成４２）年度の再生可能エネルギー自給率 

 

５０％（２０１６年度比の約５倍） 
 

 

               当該年の市内再生可能エネルギー供給量（ＧＪ） 

再生可能エネルギー自給率 ＝  

     （％）         当該年の市内エネルギー需要量（ＧＪ） 
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２ 本市のエネルギー分野における地域経済（所得）への影響 

（１） 本市の地域経済（所得）循環構造 

熱・電気などのエネルギーは多くの場合、石油、石炭、ガス等の化石燃料を用いて得ら

れるが、かかる化石燃料は国外から購入してこなければならず、地域経済の外部流出をも

たらしている。 

現在、本市では、エネルギー代金が 41億円域外に流出しており、その規模は域内総生産

（ＧＲＰ）の約 6.5％である。 

エネルギー代金の流出は、石油・石炭製品の流出額（約 29億円）が最も多く、次いで電

気の流出額（約 12億円）が多い。 

この流出状況を改善するために、地域資源を活用した再生可能エネルギーを増やし、市

内でエネルギーもお金も循環する仕組みを構築し、地域内のエネルギー自給率を上げるこ

とが必要である。 

 

 出典：環境省「地域経済循環分析自動作成ツール」（株式会社価値総合研究所）をもとに作成・編集 

図 0-3 本市の地域の経済（所得）循環構造図 

  

注）消費＝民間消費＋一般政府消費、投資＝総固定資本形成（公的・民間）＋在庫純増（公的・民間）

自然資本（環境） 人的資本 人工資本 社会関係資本

地域資源ストック：フローを支える基盤

注）石炭・原油・天然ガスは、本データ
ベースでは鉱業部門に含まれる。

産業別付加価値額

生 産 支 出

地域外

消費

投資

域際収支

億円

億円

億円

付加価値額(十億円)

域際収支(十億円)

フローの経済循環

分 配

注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、
財産所得、企業所得、税金等が含まれる。

（投資の約18.8％）

約33億円

民間投資の流出：

食料品、公共サービス、水
道・廃棄物処理業、住宅賃貸
業、皮革・皮革製品、ガス・熱
供給業、林業、運輸業、窯
業・土石製品

所得の獲得：

（消費の約11.9％）

約86億円

民間消費の流入：
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その他所得（255億円）

雇用者所得（371億円）

阿久根市総生産（/総所得/総支出）626億円【2013年】
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約12億円

約5億円
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（２） 将来期待される地域経済循環 

地域で調達できる資源（太陽光発電、風力発電、ＢＤＦ、木質バイオマス、バイオガス

等）をエネルギーに変えて利用することによって、これまで利用されてこなかった地域資

源に付加価値を生み、地域に新たな富をもたらすことができ、現状の海外依存度が高い石

油等の利用から脱却することに繋がり、温室効果ガス削減にも繋がる。 

これは経済やエネルギー調達の点において、より持続可能であり、より自立した地域コ

ミュニティを形成する効果的な手段であるといえる。 

以下は、地域のエネルギーに関する経済循環を模式化したイメージ図で、地域のエネル

ギー資源を使えば、お金が地域内を循環し、多くの業種にプラスの効果を与える（地域内

の乗数効果がある）。 

 

 

 

 

出典：平成 28年度 阿久根市再生可能エネルギービジョンより 

 

図 0-4 将来期待される地域経済循環イメージ 

  

石油に１万円使った場合 阿久根産エネルギー（電力，ガス，熱）に1万円使った場合

地域の燃料店

東京の石油会社

200円

800円

©freedesignfile.com

産油国

1万円

1万円

地域でお金が循環し，エネルギーに
関係ない業種の収入にもなり，地域
雇用が増える。

0

¥10,000 
¥8,000 

¥6,400 
¥5,120 

初回 ２人目 ３人目 ４人目

4人目までの
合計で

29,520円

みんなが収入の80%を市内で使った場合

現状 将来もし実現できれば，，，

※9,800円が域外に流出

9000円

（※REASASによると阿久根市の地域経済循環率は81.6%）

（現状イメージ） 

１，ガソリン販売業の営業利益は１リットルあたり１．３円以下であること，石油

の流通マージン（卸価格-CIF 価格-税金）が１０％前後であることから仮に

燃料販売店に２％残ると仮定した。 

２，東京に拠点を持つ石油会社は事業構成によって利益率が異なるが，精

製マージン（小売価格-卸価格）が１４％前後であること，ＪＸホールディング

スの売上総利益率は概ね７〜９％であることから，８％と設定。 

（将来イメージ） 

REASAS（内閣官房及び経済産業省が提供する地域経済分析システム）によると本市の地域経済循環率は８

１．６％，仮に８０％を地域内で消費した場合は，４人目までの循環で約３倍の経済波及効果がある。 
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３ 本調査の目的 

本調査は、「阿久根市再生可能エネルギービジョン」のロードマップに定めた重点プロジ

ェクト６項目について、地域内のエネルギー供給を再生可能エネルギーに代替することに

よる地域内経済の循環や自然資源を活用した小規模・分散型の再生可能エネルギー設備の

整備を通じて、新たな雇用の創出、環境教育を絡めた観光の推進などを視野に入れ、将来

にわたる事業展開が見込まれ、事業者が参入可能となるような実効性のある事業可能性調

査（ＦＳ調査）により、ビジョンに掲げた地域内でのエネルギー自給率を高めることを促

進させていくことを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28年度 阿久根市再生可能エネルギービジョンより 

図 0-5 ビジョンロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 自給率 50％実現 

市 

県 

国 

世界 

2020年 

【第 1期】2016～2030年度 

地方創生総合戦略の目標達成，その後，ポスト地方創生総合戦略としての位置づけ 

市内７地区の再エネプロジェクトの実現 

【第 2期】2031～2060年度 

住民自治 100％実現 

地域がエネルギー的に自立 

【第 3期】2061～2090年度

自然と共生した自立循環型の先進都市 

市民一人ひとりがエネルギー的に自立 

域
内
資
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率 

50% 

100% 

2016 年 

【第 1期】2016～2030年度 【第 2期】2031～2060年度 【第 3期】2061～2090年度 

エ
ネ
ル
ギ
ー
ご
と
の
導
入
展
開
イ
メ
ー
ジ 

総合戦略（2015～2019年度） 

・ 自給率 17％ 

・ 小規模分散型モデルケース

をつくる 

2020 年 

・ 自給率 100％以上実現 

・ 域内エネルギーフリー実現 

鹿児島県再生可能エネルギー導入ビジョン（2014～2020 年度） 

2018 年 

・ 自給率 27％実現 

・ ゴミのゼロエミッション 

＜短期：3年以内＞ 

できることから行動開始 

小規模な再エネ設備導入（教育，防災・防犯的視点） 

＜中期：5年以内＞ 

地産地消の道筋の明確化 

再エネ施設の稼働 

＜長期：15年以内＞ 

再エネ施設の導入拡大 

市民参画の拡大 

＜短期＞ 

10年 

＜中期＞ 

10年 

＜長期＞ 

10年 

＜短期＞ 

10年 

＜中期＞ 

10年 

＜長期＞ 

10年 

環境基本計画（2015～2019年度） 

10% 

2030 年 

COP21「パリ協定」：日本の排出ガスを 2030年までに 2013年比で 26%削減 

2030アジェンダ：持続可能な開発目標（2015～2030年） 

人口ビジョン及び総合戦略（2015～2060年）  目標人口 12,600人    ※2060年の人口＝8,809人と推計 

2040 年 2050 年 2060 年 2070 年 2080 年 2090 年 

・ 新技術の普及 

・ 家産家消へ 

地域状況，技術動向に合わせた再エネ導入展開 新技術導入及び市民一人ひとりの再エネ化 

有機系廃棄物バイオガス：脇本地区以外での，水産（加工残さ），農業残さ，食品残さ，ゴミ，し尿等の活用 

風力発電：海岸線沿いでの風力発電の導入 

小水力発電：高松川（鶴川内地区）ほか落差のある場所，需要施設・電柱のそば（地域公民館，防犯灯，地域見守りシステム等の電力として），蓄電池への貯留（非常用電源として）  

8．防災拠点施設への再エネ・省エネ・蓄エネ導入プロジェクト：太陽光発電：民間建物，公共施設（小中学校等），駅の屋根・屋上・壁面，市内全域の未利用地，各区の所有地等（地域公民館，防犯灯，地域見守りシステム等の電力として），蓄電池への貯留（非常用電源として），太陽熱利用：熱需要のある施設の屋上等 ※景観等配慮 

小規模風力発電：駅，公共施設等周辺（本市の自慢のモニュメントとして＋災害対策設備としての導入）※要風況調査，景観等配慮 

公共交通機関の再生可能エネルギー化（肥薩おれんじ鉄道の電化，燃料電池バスの導入等） 

短期：3年以内 中期：5年以内 長期：15年以内 短期：10年 中期：10年 長期：10年 短期：10年 中期：10年 長期：10年 

水素発電：※将来的な技術として位置づけ 

▼想定事業での自給率の推移 

2．総合体育館・温水プールへの木質バイオマス導入プロジェクト：木質バイオマス熱電併給設備を導入し，発電および熱供給（ボイラーの場合は熱供給のみ）を行う 

１．ＢＤＦ導入プロジェクト：回収した廃油によりBDFを製造して公用車等への利用を推進して燃料循環利用システムを構築 

５-1．環境教育向け小水力発電事業プロジェクト：尾崎公民館（もしくは周辺）に「ピコ水力」発電機を設置し，小学校周辺の防犯灯，小学生の学習教材として活用 

３．未利用材（バーク・竹材等）バイオマス導入プロジェクト：未利用のバーク（樹皮）をエネルギー利用することで資源を有効活用 

５-2．環境教育向け小水力発電事業プロジェクト：高松川の鶴川内小学校付近へ1kW程度の水力発電機を設置。小学校周辺の防犯灯，小学生の学習教材として活用 

４．有機系廃棄物(生ごみ・畜糞)バイオガス導入プロジェクト：鶏糞，牛糞等 混合原料によるバイオガス事業 

6．阿久根大島再エネ（太陽光・小風力発電）導入プロジェクト：宿泊棟（A棟・B棟）の屋根に太陽光発電，宿泊棟横のスペースに小形風力発電機1基を設置し，施設への電力供給を行う 

＜ロードマップ＞ 

2050年までに 80%削減 

工業化前と比して世界の平均気温の上昇を２℃を十分に下回る水準に抑制し，1.5℃以内に抑えるよう努力する 

今世紀後半（2050～2100年）に人為的な温室効果ガスの排出を実質ゼロ（ゼロエミッション） 

・ 自給率 80％実現 

・ CO2の 

ゼロエミッション 

・  

7．環境教育・啓発活動プロジェクト：市内全域で身近に感じられる再エネ設備（太陽光発電，小水力等）の整備推進，課外活動の一環として外部の講師を招いた講演会や勉強会等を開催等 

潮力発電：黒之瀬戸等，波力発電：海岸沿い ※現時点では，技術実証中なので将来的な技術として位置づけ 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

そ
の
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

時
期 

ロードマップ 

2016 2018 2020 2030 2040 2050 2060

2,017,118 2,001,058 1,984,998 1,867,828 1,754,694 1,641,170 1,552,729

214,439 342,450 538,390 911,351 1,091,848 1,308,444 1,452,842

11% 17% 27% 49% 62% 80% 94%③エネルギー自給率（②/①）

年度

②再生可能エネルギー（G J)

①エネルギー需要量（G J)

【2017年度 FS調査】 
１. ＢＤＦ事業 
２. 木質バイオマス事業 
３. 有機性廃棄物（生ごみ・畜糞）バイオガス事業 
４. 防災拠点施設への再エネ・省エネ・蓄エネ事業 
５. 環境教育向け小水力発電事業 
６. 阿久根大島再生可能エネルギー事業 

 

公共事業
での実現 

民間事業
での実現 

阿久根市の
目標達成 


